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1 は じ め に

近年 ,農産物の自由化や生産調整・農産物価格の低迷等

により農業経営も厳しい状況にある。その中で農家自身も

所得を伸ばし生活の安定を図るための一方策として,農産

加工を行っている。農産加工組織が成立してから10年以上

になるが,生産状況についての報告は多いものの経理につ

いては比較的少ない。そこで,こ こでは経理の面から農産

加工組織の実態を明らかにし,改善点を探った。

2研 究 方 法

県内の農産加工組織の現状については,既存資料より把

握し,経理の現状については宮城県農産加工組織連絡協議

会145組織の中から,5組織 (生産量5Clt以 上 :1組織 ,

10～50t,1組織 ,10t未満 :3組織)を選定 し,聞取調

査を行った。

3 結果及び考察

県内の農産加工組織の現状は,宮城県農産加工組織連絡

協議会145組織の運営状況について把握 したところ,加工

品については野菜 (漬物)が 79組織と最も多く,次いで大

豆 (味噌)20組織である。構成員は, 1～ 5人が103組織

と比較的少人数で構成されており,販売方法は各種催事が

79組織と最も多い。

経理の記帳の有無は,「有り」が69組織 ,「無 しJ35,

「不明」41で あり,「有り」は半数に満たない状況である。

これを加工品ごとにみると,畜産品は比較的記録割合が高

いが,大部分を占める漬物は低い状況となっている。また
,

記帳「有り」のうち,19農産加工組織を聞取調査したとこ

ろ,記帳様式については多くが単式簿記であった。

以上の調査結果から,県内の農産加工組織は少人数で構

成され,漬物・ 味噌等伝統食品を生産し販売 しているが
,

経理に対する意識は低いことが明らかとなった。そこで上

記19組織のうち 5組織を選定し,経理の細部について聞取

調査を行った。

調査対象組織の概況については,設立は50年以降が多く,

加工品は主に漬物味噌・梅干し等で,構成員は3～27人で

ある。設備状況は農産加工場を全組織で所有しているが
,

Cについては農協婦人部で行っているため農協有である。

出荷先は生協,催事等となっている (表 1)。

経理状況は,経理担当者はB以外は会長兼務であり (C

については会長であるものの農協関与),簿記知識は「研

修受講者がいる」としたのが 3組織,記録簿の種類では単

式簿記であった。その記録簿内容は,現金収支簿・作業日

誌・棚卸し帳・財産台帳・伝票等であった。また,決算時

期については12月 が多く総会の時の提示資料としては収支

決算書のみが多かった。経営分析は5組織とも行っていな

かった。また,青色申告しているのが 2組織,資金導入が

3組織 ,負債有りは5組織であった (表 2)。

またこのうち,収支決算書の項日は各組織とも多様化し

ており,借入金が収入に含まれたり,減価償却費が支出に

表 2 経理状況

表 : 調査対象組織の概況

催■常設

A B C D E

経 理 担 当 者 会   長 会   計 ※会 長 会   長 会  長

簿記知識の有無 有 有 有 無 無

記
録
簿
の
種
類

複 式 簿 記

現金収支簿 0 O 0 O O

作 業 日 誌 O O 0 O

棚 卸 帳 O 0 0 O

そ の 他 財産台帳 財産台帳

決 算 時 期 12月 112月 12月 3月 12月

総

会

有   無 有 有 有 有 無

提 示 資 料 躇舗
収支決算
貸借対照

収支決算 収支決算

申 告 の 有 無 有 証
ヽ

無 無 有

経営分析の有無 無 無 無 無 無

有 有 有

負 債 の 有 無 有 有 有 有

注 Xは 農協関与
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含まれない等の組織があった。

販売価格の設定は,原価計算でなく,他の同類の製品を

参考にしていた。労賃は農業委員会 。近隣の会社・ 日雇い

賃金を参考に設定している組織が多く,組合員と雇用と分

離している組織はAのみであった。原料購入価格は各組織

とも独自に設定 しており,組合員からの原料価格は市場価

格より低いとした組織は3組織あった。

経営収支については,収入 (売上高)は 100～ 600万円

であり,支出は収入の60～90%を 占めており,相対的に所

得は低 くなっている。また組合員 1人当りの所得にすると

年間02～ 18万円と低い。 しか し,組合員はそれで満足 し

ており,所得獲得の一方策として開始 した農産加工ではあ

るものの,意識はそこまで達していないことが明らかとなっ

た。

以上の結果から,農産加工組織の経理の特徴は,①経理

の役割分担が不明確,②単式簿記が多く収支決算書のみの

作成が多い,③収支決算書の項目が様々で費用計上方法の

誤りがある,④所得の認識が低い,⑤価格設定は原価計算

によらない,⑥帳簿の不足等により経営分析を行っていな

い,等が明らかとなり,比較的低い水準であることが明ら

かとなった。これは,こ れまで生産を軌道に乗せようと加

工技術が先行したためで,経理にまで意識が行き届かなかっ

図2 経営指標選定まで

4 ま  と  め

県内の 5農産加工組織の経理状況を調査 した結果,①単

式簿記が多い,②収支決算時の費用計上方法に誤りがある
,

③価格設定は原価計算に基づいていない等,比較的低水準

にあることが明らかとなった。これを改善するためには
,

たことが原因と考えられる。

しかし,加工技術が安定し販売 している今日,今後も組

織として成長するためには,他企業で行っているように経

営分析を行うことが必要と考えられる。 しかし調査結果で

は,帳簿の不足によりまだその段階にはないことが明らか

となった。そこで簡単に分析が行えるように記録様式・分

析指標・表示方法について検討した。

記録様式については,貸借対照表・損益計算書が作成で

きるよう出納帳・財産台帳・出役表・棚卸し表を設定した。

特に出納帳については, 2農産加工組織の取引状況を参考

に,収入については銀行振込と現金とした。また,支出に

ついては,労務費は組合員と雇用 ,経費は電力・ ガス・水

道・運賃・修繕費・包装費・賃借料・租税公課・雑費とし
,

それぞれ現金と銀行引落しに三分した (図 1)。

次に,分析指標を農産加工組織の特徴及び今後の方向か

ら6指標 (①売上高伸率,②所得率,③当座比率,④自己

資本比率,⑤固定比率,⑥労働分配率)を選定 した (図 2)。

これを使用し, 2組織について経営分析 (財務分析)を

実施すると共に,その結果をレーダーチャードで表示 した

ところ,Bに ついては販売の低迷や賃金調達方法に問題が

あり,Eに ついては販売の低迷の低迷や資材の過剰調達や

資金調達方法に問題があることなどが明確になった (図 3)。

首己 固定比率
資本比率

図3 レーダーチャー ト

専任の正確な記録を行うと共に,経営分析の必要がある。

そこで,記録様式を作成すると共に分析指標を選定 し,

結果をレーダーチャートで表示するようにした。

ただし,今回は調査対象組織が少なかったため,独自の

診断基準の策定が今後の課題として残された。

式様帳
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1  摘   螢

売 上 高 仲 率

労 員 を 確 保 す る 場

所llを 伸 ばす利 潤 を 追 求 し て い な い 自 己 資 本 比 率

単 式 簿 記 記 帳 が 多 い

負 債 が あ る

適 剰 な 設 備 投 資 労 働 分 配 率
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